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A. 研究目的

がん検診は、がんを早期に発見し、早期治

療につなげることにより、がん死亡の減少を

目指す重要な公衆衛生施策である。一方で、

がん検診は利益のみを有するものではなく、

偽陽性、過剰診断、過剰治療、精密検査に伴

う身体的・心理的・経済的負担などの不利益

も伴う。特に、推奨年齢より若い年齢での受

診、推奨されていない検査項目の追加、推奨

間隔より短い間隔での受診など、科学的根拠

に基づく指針から外れたがん検診では、利益

よりも不利益が大きくなる可能性がある。 

厚生労働省は、2018年に「職域におけるが

ん検診に関するマニュアル」を公表し、職域

においても科学的根拠に基づいたがん検診が

実施されることを推進している。しかし、職域

では福利厚生や健康経営の一環として、推奨年

齢よりも若年でのがん検診や腫瘍マーカー検査

等が提供されることがあり、受診者に対して、

がん検診の利益だけでなく不利益も含めた適切

な情報提供を行うことが課題となっている。既

存のがん検診に関する教育的介入の多くは、受

診率の向上を目的としており、指針に基づかな

いがん検診の不利益、とくに偽陽性リスクにつ

いて注意喚起する方法については十分に明らか

になっていない。 

そこで研究班では、指針に基づくがん検診の

普及啓発を目指して動画教材を作成した。動画

では、指針に基づくがん検診の利益に加えて、

指針に基づかないがん検診によって生じうる偽
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生じる。職域では、福利厚生の一環として多様ながん検診が提供されることがあるた

め、受診者に合理的な選択が求められる。研究班では、受診者に指針に基づくがん検

診を推奨するために、偽陽性リスクを図表や数値で説明する動画、推奨年齢より若い

年齢で乳がん検診を受け偽陽性となった女性の事例を示す動画、推奨されていない腫

瘍マーカー検査を受けた後に複数の精密検査が必要となった男性の事例を示す動画の3

種類を作成した。本研究では、これらの動画の効果比較を目的に30～60歳の就労者

1,200名を対象に、各動画400名ずつを割り付ける3群の疑似無作為化比較試験を実施し

た。その結果、動画の間で指針に基づくがん検診への選好変化に統計学的有意差は認

められなかった。副次評価項目として、動画に対する主観的な評価を実施したとこ

ろ、乳がん検診に関する事例動画では、男性視聴者において評価が低く、対象者の性

別に応じた教材設計の重要性が示唆された。また、全員を対象とした前後比較検定で

は指針に基づくがん検診への有意な変化を認めた。動画教材は、いずれも指針に基づ

くがん検診への理解を促す補助的な教育資材として有用となりうる。短時間・単回視

聴の動画のみで受診者の選好を大きく変えることには限界があり、活用にあたっては

健診案内、検診申込時の情報提供、産業保健スタッフによる説明などの制度設計と組

み合わせることが勧められる。 
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陽性、心理的負担、時間的・経済的負担、不

要な精密検査等の不利益を伝え、受診者の適

切な意思決定を支援することを意図して作成

した。教材は、動画A:偽陽性リスクを図表や

数値を用いて説明する動画、動画B:推奨年齢

より若い年齢で乳がん検診を受け偽陽性とな

った女性の事例を示す動画、動画C:推奨され

ていない腫瘍マーカー検査を受けた後に複数

の精密検査が必要となった男性の事例を示す

動画の3種類を作成した。 

本研究では、動画の視聴が、受診者の指針

に基づくがん検診への選考にどのように影響

するかを明らかにすることを目的とした。本

研究により、職域におけるがん検診の適正化

に向けて、偽陽性を含むがん検診の不利益を

どのように伝えることが、受診者の指針に基

づく意思決定を促すうえで有用であるかにつ

いて基礎的知見を得ることを目指した。 

 

B. 研究方法 

1． 研究デザイン 

本研究は、がん検診における偽陽性リスク

を説明する3種類の短時間動画教材を介入とし

て実施した、3群の疑似無作為化比較試験であ

る。調査は2025年6月に日本国内のインターネ

ット調査会社が保有するオンライン調査パネ

ルを用いて実施した。 

本研究では、動画教材の提示方法の違いが、

視聴後の指針に基づくがん検診への選好に与

える影響を検討した。3種類の動画は、それぞ

れ、説明型の動画、乳がん検診に関する事例

提示型の動画、腫瘍マーカー検査に関する事

例提示型の動画であり、各群の対象者は1種類

の動画のみを視聴した。 

2．対象者 

対象者は、30歳以上60歳以下の就労者とし

た。除外基準は、胃がん、肺がん、大腸がん、

乳がん、子宮頸がんの既往を有する者とした。

また、過去3年以内に自治体が実施する推奨に

基づくがん検診を受診した者は、自治体検診

が国の指針に沿った検診を提供していること

を踏まえ、本研究の対象から除外した。 

調査は、各動画群につき400名（男性200名

女性200名）で合計1,200名の有効回答が集ま

るまで実施した。回答時間が5分未満または30

分を超える者は、回答の妥当性に懸念がある

不適切回答者として除外した。 

3．割付方法および調査手順 

対象者は個別に無作為化されたものではなく、

3種類の動画条件ごとに別々のオンライン調査を

設計した。各動画群への調査依頼は、排他的に

配信し、ある動画群に招待された者が他の動画

群に重複して招待されないようにした。したが

って、本研究は疑似無作為化比較試験として実

施した。 

対象者は、調査票内で割り当てられた動画を

視聴前後でがん検診に関する選好について回答

し、視聴後に動画に対する評価項目に回答した。

調査中に動画を最後まで視聴しなければ次の設

問に進めない設定とした。 

4．介入内容 

本研究では、3種類の動画教材を作成した（図

1）。いずれの動画も、がん検診には早期発見や

死亡率減少につながる利益がある一方で、指針

に基づかない受診では偽陽性や不要な精密検査

などの不利益が生じうることを伝える構成とし

た。 

動画Aは、説明型の動画であり、図表や数値を

用いて、過剰ながん検診に伴う偽陽性リスクを

論理的に説明した。具体的には、がん検診が

「がんの疑いがある人を絞り込む検査」と「精

密検査」の二段階で構成されること、陽性また

は要精密検査となった後にがんが見つからない

場合を偽陽性と呼ぶこと、若年層など有病率が

低い集団では偽陽性の割合が高くなりやすいこ

とを説明した。動画時間は84秒であった。 

動画Bは、若年乳がん検診の事例提示型の動画

であり、30歳代の女性が乳がん検診を受け、要

精密検査となった後、最終的に偽陽性であった

ことが判明する物語を示した。職域での健康診

断結果をきっかけに不安を抱き、精密検査の予

約や受診のために時間的・経済的負担を経験す

る内容とし、推奨年齢より若い年齢でがん検診

を受けることによる不利益を伝えた。動画時間

は77秒であった。 

動画Cは、腫瘍マーカー検査の事例提示型の動

画であり、就労中の男性が腫瘍マーカー検査を

受け、複数項目で異常を指摘された結果、胃、

大腸、肺などに関する複数の精密検査を受ける

ことになる物語を示した。最終的に重大な異常

は認められなかったものの、数か月にわたる検

査、仕事を休む必要、心理的負担、放射線被ば
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くへの懸念などを経験する内容とし、推奨さ

れていない検査項目を追加することによる不

利益を伝えた。動画時間は77秒であった。 

 

図1. 各動画のキャプション 

5．評価項目 

主要評価項目は、動画視聴後に「指針で推

奨されている通りのがん検診を受けたい」と

回答したかどうかとした。対象者には、視聴

前後で希望するがん検診の受け方について尋

ね、(a) 指針で推奨されている通りのがん検

診を受けたい(b) 指針で推奨されている年齢

よりも若い時からがん検診を受けたい(c) 指

針で推奨されている検査よりも多く、もしく

は少ないがん検診を受けたい（腫瘍マーカー

やPET-CTなど）(d) 指針で推奨されている間

隔（1年）よりも短い、もしくは長い間隔でが

ん検診を受けたい(e)いかなるがん検診も受け

たくない(f)わからないの選択肢を提示した。

推奨年齢、検査項目、受診間隔のいずれかに

ついて指針と異なる選好を示した場合すなわ

ち、(b) (c) (d)いずれかを選択した場合には、

指針に基づかないがん検診への選好として扱

った。 

副次評価項目として、動画教材に対する主

観的評価を測定した。項目はこの動画は私に

関係ある、明瞭で理解しやすい、受診者とし

て必要な情報をすべて提供している、啓発資

料として受け入れられる、この動画について

考えたくない、家族や友人と話す気になる、

指針に基づくがん検診を受けたいと思うの7項

目について、「とてもそう思う(5点)」から

「全くそう思わない(1点)」までの5件法で評

価した[3]。 

6．共変量 

共変量は、性別、年齢、教育歴、動画視聴前

のがん検診に関する選好とした。教育歴は、大

学卒業未満もしくは以上の2区分に分類した。動

画視聴前のがん検診に関する選好は、主要評価

項目と同じ方法で測定した。 

7．統計解析 

まず、年齢、教育歴、世帯収入、動画視聴前

のがん検診に関する選好について、全体および

動画群別に記述統計を算出した。主要評価項目

については、動画視聴後に指針に基づくがん検

診を選好した場合を1、それ以外を0とする二値

変数として扱った。動画Aを基準として、動画B

および動画Cにおける指針に基づくがん検診への

選好の調整オッズ比および95％信頼区間を多変

量ロジスティック回帰分析により推定した。モ

デルには、性別、年齢、教育歴、動画視聴前の

がん検診に関する選好を共変量として投入した。 

副次評価項目については、動画群および性別

ごとに平均値と95％信頼区間を算出した。さら

に、事前に規定した主要解析とは別に、動画視

聴前後におけるがん検診に関する選好の変化を

McNemar検定により評価した。加えて、動画視聴

前に指針に基づかないがん検診を希望していた

者のうち、視聴後に指針に基づくがん検診への

選好に変化した者を「有効群」、選好が変化し

なかった者を「不変群」、視聴後に指針に基づ

かない方向へ変化した者を「逆効果群」として

分類し、各群の属性を比較した。連続変数には

Welchの一元配置分散分析、カテゴリ変数にはカ

イ二乗検定を用いた。有意水準は両側5％とした。 

8．倫理的配慮 

本研究は、東海大学医学部臨床研究審査委員

会の承認を得て実施した(24R099)。対象者には、

調査開始前に研究の目的、調査内容、参加が任

意であること、途中で回答を中止できること、

中止しても不利益が生じないことを説明し、同

意を得たうえで調査を実施した。 

 

C. 研究結果 

1．対象者の基本属性 

対象者の属性を表１に示す。対象者の平均年齢

は48.9歳であり、年齢階級では50–60歳が647名

（53.9％）と最も多かった。未婚者は521名

（43.4％）であった。教育歴では、大学卒業が

502名（41.8％）と最も多く、大学卒業以上の者

は584名（48.7％）であった。世帯収入は400万円

動画A 動画B 動画C
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以下が310名（25.8％）と最も多かった。 

動画視聴前のがん検診に関する選好では、

指針に基づくがん検診を希望した者が565名

（47.1％）で最も多かった。一方、指針とは異

なるがん検診を受けたい旨の回答をした者は

383名（31.9％）であった。 
表 1.回答者の属性 
  全員 動画 A 群 動画 B 群 動画 C 群 

    人(%) 人(%) 人(%) 人(%) 

合計 1200(100) 400(100) 400(100) 400(100) 

年齢     
 平均（標準偏差） 48.9(7.4) 49.1(7.5) 48.3(7.8) 49.2(7.3) 
 30 歳代 162(13.5) 48(12.0) 65(16.2) 49(12.2) 
 40 歳代 391(32.6) 131(32.8) 133(33.2) 127(31.8) 
 50 歳以上 647(53.9) 221(55.2) 202(50.5) 224(56.0) 

教育歴     
 大卒以上 593(49.4) 189(47.3) 197(49.3) 207(51.8) 

世帯収入（万円）     
 400 未満 310(25.8) 115(28.7) 99(24.8) 96(24.0) 
 400 以上 600 未満 270(22.5) 90(22.5) 100(25.0) 80(20.0) 
 600 以上 800 未満 240(20.0) 80(20.0) 71(17.8) 89(22.2) 
 800 以上 1000 未満 163(13.6) 48(12.0) 58(14.5) 57(14.2) 
 1000 以上 1200 未満 98(8.2) 24(6.0) 32(8.0) 42(10.5) 
 1200 以上 1500 未満 70(5.8) 27(6.8) 26(6.5) 17(4.2) 
 1500 以上 49(4.1) 16(4.0) 14(3.5) 19(4.8) 

がん検診の選好     
 指針に基づく 565(47.1) 177(44.2) 183(45.8) 205(51.2) 
 指針に基づかない 383(31.9) 135(33.8) 136(34.0) 112(28.0) 
 受けたくない 67(5.6) 18(4.5) 25(6.2) 24(6.0) 

  わからない 185(15.4) 70(17.5) 56(14.0) 59(14.8) 

 

2．指針に基づくがん検診への選好 

主要評価項目である、動画視聴後に指針に

基づくがん検診を選好したかについて、多変

量ロジスティック回帰分析を行った。説明型

の動画Aを基準とした場合、乳がん検診に関す

る事例提示型の動画Bの調整オッズ比は0.89

（95％信頼区間：0.59–1.32）、腫瘍マーカー

検査に関する事例提示型の動画Cの調整オッズ

比は0.98（95％信頼区間：0.65–1.46）であっ

た(表2)。 

表 2.主要評価項目の結果 

    調整オッズ比* 95％信頼区間 

動画     
 A 1.00     
 B 0.89  0.59  – 1.32  

  C 0.98  0.65  – 1.46  

*性別、年齢、教育歴、視聴前のがん検診の選

好で調整 

3．動画教材に対する主観的評価 

動画教材に対する7項目の主観的評価を、動

画群および性別ごとに比較した。動画Bについ

ては、性別による評価の違いが認められた。

動画Bは30歳代女性の乳がん検診に関する事例

を扱った教材であり、「この動画は私に関係

がある」という関連性の評価は、女性で3.54

（95％信頼区間：3.40–3.69）に対して、男性

で2.55（95％信頼区間：2.39–2.71）と低い結果

であった。また、「この動画を見たら、指針に基

づくがん検診を受けたいと思う」という項目も、

女性で3.66（95％信頼区間：3.53–3.79）に対し

て男性で3.28（95％信頼区間：3.14–3.42）と低

い評価であった。 

 

 
図1. 動画教材に対する主観的評価 

4．全員を対象とした視聴前後の選好比較 

全対象集団の前後比較として動画視聴前後にお

けるがん検診に関する選好の変化を検討した。そ

の結果、動画視聴前後で、指針に基づくがん検診

への選好には統計学的に有意な変化が認められた

（McNemar検定、p＝0.04）。 

動画視聴前に指針とは異なるがん検診を受けた

い旨の回答をしていた 383名のうち、 91名

（23.8％）は、動画視聴後に「指針に基づいてが

ん検診を受けたい」へと選好が変化した。一方で、

283名は指針に基づかないがん検診への選好を維

持していた。動画視聴後に指針に基づく方向とは

逆に変化した者も57名認められた。 

5．選好が変化した対象者の特徴 
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3.5 (3.4-3.6)

2.5 (2.4-2.7)

3.5 (3.4-3.7)
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3.4 (3.3-3.6)
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平均点（95％信頼区間） 平均点（95％信頼区間）
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動画A (男性)

動画A (女性)

動画 B (男性)

動画 B (女性)

動画 C (男性)

動画 C (女性)

“この動画は私に関係がある”

“この動画は啓発資料として受け入れられる”

動画A (男性)

動画A (女性)

動画 B (男性)

動画 B (女性)

動画 C (男性)

動画 C (女性)

動画A (男性)

動画A (女性)

動画 B (男性)

動画 B (女性)

動画 C (男性)

動画 C (女性)

動画A (男性)

動画A (女性)

動画 B (男性)

動画 B (女性)

動画 C (男性)

動画 C (女性)

“この動画は受診者として
必要な情報をすべて提供している”

“この動画は明瞭で理解しやすい”
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動画 B (男性)
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“この動画について考えたくない”

“この動画を見たら、指針に基づくがん検診を受けたいと思う”

“この動画を見たら、
家族や友人と話す気になる”
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動画視聴前に指針に基づかないがん検診を

希望していた者について、視聴後に指針に基

づくがん検診への選好に変化した者を「有効

群」、選好が変化しなかった者を「不変群」、

指針に基づくがん検診への選好から指針に基

づかないがん検診への選好に変化した者を

「逆効果群」として比較した（表3）。 

有効群は91名、不変群は283名、逆効果群は

57名であった。年齢、性別、教育歴、世帯収入

については、3群間で統計学的に有意な差は認

められなかった。一方、過去2年間に毎年大腸

がん検診を受けていた者の割合は、有効群で

57.1％、不変群で52.7％、逆効果群で43.9％で

あり、3群間で有意差が認められた（p＝0.04）。

また、総回答時間の中央値は、有効群459秒、

不変群464秒、逆効果群436秒であり、統計学的

有意差はなかったものの、逆効果群では回答

時間がやや短い傾向を認めた。 
表 3. 有効群、不変群、逆効果群の特徴 
  有効群 不変群 逆効果群   

    人(%) 人(%) 人(%) p 値 

人数 91(100) 283(100) 57(100)  

年齢     
 平均（標準偏差） 50.0(7.1) 48.5(7.6) 48.8(7.8) 0.26 
 30 歳代 8(8.8) 43(15.2) 7(12.3) 0.61 
 40 歳代 31(34.1) 85(30.0) 17(29.8)  

 50 歳以上 52(57.1) 155(54.8) 33(57.9)  

性別     
 女性 49(53.8) 138(48.8) 29(50.9) 0.7 

教育歴     
 大卒以上 48(52.7) 152(53.7) 23(40.4) 0.18 

世帯収入（万円）    0.93 
 400 未満 22(24.2) 66(23.3) 16(28.1)  

 400 以上 600 未満 17(18.7) 56(19.8) 12(21.1)  

 600 以上 800 未満 23(25.3) 52(18.4) 12(21.1)  

 800 以上 1000 未満 13(14.3) 43(15.2) 6(10.5)  

 1000 以上 1200 未満 6(6.6) 29(10.2) 5(8.8)  

 1200 以上 1500 未満 7(7.7) 19(6.7) 4(7.0)  

 1500 以上 3(3.3) 18(6.4) 2(3.5)  

大腸がん検診    0.04 
 過去 2 年毎年 52(57.1) 149(52.7) 25(43.9)  

 過去 2 年 1 回 12(13.2) 15(5.3) 4(7.0)  

 過去 2 年以前あり 4(4.4) 38(13.4) 11(19.3)  

 なし 23(25.3) 76(26.9) 16(28.1)  

 わからない 0(0.0) 5(1.8) 1(1.8)  

総回答時間    0.22 
 25％値 366 383 356  

 中央値 459 464 436  

  75％値 603 600 522   

 

D. 考察 

1．本研究の主要な知見 

本研究では、職域におけるがん検診の適正

化に資する情報提供の有効性と効果的な活用

方法を検討した。主要解析では、動画の間で、

指針に基づくがん検診への選好に差は認めら

れなかった。動画に対する主観的評価では、

乳がん検診を題材にした動画では男性の視聴

者では、女性視聴者よりも低く評価された。

また、全員を分析対象とした動画視聴の前後

比較では、指針に基づくがん検診への選好に

有意な変化が認められた。視聴前に指針に基づ

かないがん検診を希望していた者のうち、

23.8％が視聴後に指針に基づくがん検診への選

好に変化した。 

2．動画間で効果に差が認められなかった理由 

ナラティブ・トランスポーテーション理論に

基づき、具体的な人物の物語を用いた事例提示

型の動画は、説明型の動画よりも視聴者の関心

や感情的関与を高め、指針に基づくがん検診へ

の選好を促すと考えた[4]。しかし、主要解析で

は、事例提示型の動画Bおよび動画Cは、説明型

の動画Aと比較して有意な効果を示さなかった。

この理由として、第一に介入強度が十分でなか

った可能性がある。短時間の動画を1回視聴する

だけでは、すでに形成されている受診選好を変

えるには不十分であった可能性がある。第二に、

動画視聴前の時点で、すでに47.1％の対象者が

指針に基づくがん検診を受けたいと回答してい

たことから、天井効果により、動画間の差が検

出されにくかった可能性も考えられる。 

3．対象者の特性に応じた教材設計の重要性 

動画Bへの評価は、男性では女性よりも低かっ

た。動画Bは、30歳代女性が乳がん検診を受け、

偽陽性を経験する内容であった。そのため、男

性にとっては、自分ごととして捉えにくかった

可能性がある。この結果は、がん検診に関する

教育教材では、単に医学的に正確な情報を提供

するだけでなく、視聴者がその情報を自分に関

係するものとして受け止められるかが重要であ

ることを示している。乳がん検診に関する教材

は女性にとっては有用であっても、男性には関

連性が低く受け止められる可能性がある。一方、

腫瘍マーカー検査やPET/CT検査など、性別を問

わず追加検査として選択されやすい検査を扱う

教材は、より広い対象者に適用しやすい可能性

がある。 

職域で動画教材を活用する際には、全従業員

に同一の教材を一律に提示するだけでなく、対

象者の属性に応じて教材を選択することが望ま

しい。たとえば、女性従業員には乳がん検診に

関する偽陽性リスクを扱う教材を、男女を問わ

ず幅広い従業員には腫瘍マーカー検査や過剰検

査に関する教材を提示するなど、対象者に合わ

せた情報提供が有効である可能性がある。 

4．がん検診への選好は変化しにくい 

動画視聴前に指針に基づかないがん検診を希

望していた383名のうち、動画視聴後に指針に基

づくがん検診への選好に変化した者は23.8％で
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あった。これは、短時間動画によってがん検

診への選好は容易には変化しないことを示し

ている。この背景には、がん検診に対する一

般的な認識が影響している可能性がある。多

くの人にとって、がん検診は「早く受けるほ

どよい」「多くの検査を受けるほど安心であ

る」と理解されやすい。検診で異常が見つか

らなかった場合にも、「受けて安心できた」

「健康管理をしている」という肯定的な経験

として受け止められやすい[5]。また、職域で

は、企業が福利厚生として検診項目を充実さ

せることが、従業員への支援として肯定的な

ことと考えられている。一方で、偽陽性や過

剰診断、不要な精密検査といった不利益は、

受診者にとって実感しにくい。指針に基づか

ないがん検診の不利益を伝える教育は、単に

「偽陽性があります」と説明するだけでは十

分ではなく、受診者が自分自身の意思決定と

して理解できる形で繰り返し提供する必要が

ある。 

5．定期的に検診を受けている人への有効性 

動画視聴後に指針に基づくがん検診への選

好に変化した「有効群」において、過去2年間

に毎年大腸がん検診を受けていた者の割合が

高かった。この結果は、日頃からがん検診を

受けている者ほど、偽陽性リスクに関する情

報を自分の問題として受け止めやすく、指針

に基づくがん検診への選好に変化しやすい可

能性を示している。がん検診に無関心な者よ

りも、すでに検診を受けている者を対象に動

画を発信する方が、国の指針に基づいた適切

な受診を促す上で効果的であると考えられる。

任意型検診やオプション検査を選択する場面

では、偽陽性や不要な精密検査のリスクを事

前に説明することにより、受診者が過剰な検

査を選択することを防ぐ一助となる可能性が

ある。 

6．指針に基づくがん検診普及への示唆 

指針に基づくがん検診の普及に向けて、受

診者側への情報提供方法を検討した。職域に

おけるがん検診では、企業、健康保険組合、

健診機関、産業保健スタッフなど複数の主体

が関与する。そのため、指針に基づくがん検

診を普及させるには、受診者が「なぜ指針に

基づく検診が望ましいのか」を理解できる教

育資材に加えて、意思決定を支える様々な制

度設計が必要となるだろう。 

本研究で作成した動画教材は、短時間で視

聴でき、オンラインで配信可能である。そのた

め、職場での周知や健診案内時の補助教材とし

て活用しやすいという利点がある。偽陽性とい

う専門的な概念を図表や具体的な事例を通じて

伝えることで受診者ががん検診の不利益を理解

するきっかけとなりうる。 

本研究の結果からは、短時間動画を1回視聴さ

せるだけで、指針に基づかないがん検診への選

好を変えることは限界があることも示された。

動画教材は単独で完結する介入としてではなく、

職場でのがん検診案内、産業保健スタッフによ

る説明、健診機関からの情報提供、企業の検診

制度設計と組み合わせて活用することが望まし

い。具体的には、検診申込画面や案内文書に動

画へのリンクを掲載する、オプション検査を選

択する前に偽陽性リスクに関する説明を提示す

る、産業医・保健師による健康教育の導入教材

として使用するといった実装方法が考えられる。 

 

E. 結論 

本研究では、職域におけるがん検診の適正化

に向けて、指針に基づくがん検診を推奨する3種

類の動画教材（説明型の動画、乳がん検診に関

する事例提示型の動画、腫瘍マーカー検査に関

する事例提示型の動画）を作成し、その有効性

を検討した。その結果、その有効性に統計学的

に有意な差は認められなかった。全員を対象と

した前後比較では、視聴後に指針に基づくがん

検診への選好へと有意に変化した。がん検診の

不利益を伝える動画教材は、受診者の意思決定

を支援し、指針に基づくがん検診への理解を促

す補助的な教育資材として活用できる可能性が

示された。ただし、短時間の動画を1回視聴する

だけでは、がん検診への選好を変えることには

限界があった。動画教材を単独で用いるのでは

なく、健診案内、検診申込時の情報提供、産業

保健スタッフによる説明、企業や健康保険組合

の検診制度設計と組み合わせて活用することが

重要である。 

今後は、対象者の性別、年齢、検診歴、関心

度、職場で提供される検診内容に応じて情報提

供を最適化し、がん検診の利益と不利益をわか

りやすく伝える教育方法をさらに検討する必要

がある。本研究の成果は、職域において、受診

率の向上のみならず、科学的根拠に基づく適切

ながん検診の実施を推進するための教育におけ

る基礎資料となる。 
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